
RETIO. 2005.  6  NO.61

土地売買契約の当事者双方から所有権移転

登記手続についての代理を嘱託された司法書

士が、本件土地については、その実体的所有

関係を確定することができないとして嘱託を

拒み、買主に売買契約によって土地の所有権

が買主に移転するとは限らないなどと述べ

た。土地の売主が、これにより取引上の信用

を毀損され、売買契約を解除することを余儀

なくされたとして、司法書士に対し、不法行

為による損害賠償を求めたのに対し、嘱託を

拒んだことには正当な事由があるとはいえ

ず、本件嘱託の拒否及び上記の発言は、いず

れも違法と解すべきであるとされた事例（最

高裁　平成16年６月８日判決　上告棄却　判

例時報1867号50頁）

１ 事案の概要

株式会社Ｘは、平成12年８月22日、媒介業

者Ｅの媒介により、買主Ａとの間で、Ａ市所

在の宅地（以下「本件土地」という。）をＡ

に対して代金1,800万円で売り渡し、契約締

結時に手付金として200万円を受け取り、同

年９月７日までに本件土地の引渡し及び所有

権移転登記手続（以下「本件登記手続」とい

う。）を完了することと引換えに残代金1,600

万円の支払を受ける旨の売買契約（以下「本

件売買契約」という。）を締結した。

Ｅの宅地建物取引主任者であるＦは、Ｘ及

びＡの了解を得て、平成12年８月25日、司法

書士であるＹに対し、本件登記手続について

の売主及び買主の代理の嘱託（以下「本件嘱

託」という。）をした。

本件土地の閉鎖登記簿謄本には、平成５年

２月にＡ市から株式会社Ｂに対して「払下」

を登記原因とする所有権移転登記がされた

後、同年５月17日に株式会社Ｂから有限会社

Ｃに対して「売買」を登記原因とする所有権

移転登記がされ、平成７年５月18日、同登記

が「錯誤」を登記原因として抹消された上で、

株式会社Ｂから有限会社Ｄに対して「真正な

登記名義の回復」を登記原因とする所有権移

転登記がされるとともに、有限会社Ｄ名義の

他の４筆の土地が合筆され、その後、登記名

義人の表示を、商号変更、本店移転及び組織

変更を登記原因として有限会社ＤからＸに変

更する旨の登記がされた旨の記載がある。

Ｙは、ＸとＡとが売買代金の決済及び本件

登記手続を行うことを約定した日である平成

12年９月７日、Ｆ、Ｘの代表者及びＡに対し、

事前の予告、説明もなく、突然に、本件土地

については、その実体的所有関係を確定する

ことができず、本件売買契約によって本件土

地の所有権がＡに移転するとは限らないとい

う問題があるので、本件嘱託を受けることは

できない旨を述べた。

Ｙの上記発言を聞いたＡは、Ｘに対し、登

記手続の専門家である司法書士が所有権移転

登記手続についての代理の嘱託を拒むような

物件を買うことはできないので、本件売買契

約を解除したい旨を申し入れ、Ｘは、やむな
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くこれに応じ、Ａに対して手付金200万円を

全額返還した。

Ｘは、取引上の信用を毀損され、本件売買

契約を合意解除することを余儀なくされ、損

害を被ったとして、Ｙに対し、不法行為によ

る損害賠償を求めた。一審は請求を棄却、二

審は損害額を30万円として請求を一部認容、

そこでＹが上告した。

２ 判決の要旨

最高裁判所は次のように判示して上告を棄

却した。

盧 所有権移転登記の登記原因である「払下」

は、私法上の売買と解されるから、「払下」

を登記原因として所有権移転登記を受けた

株式会社Ｂから有限会社Ｄに対して「真正

な登記名義の回復」を登記原因とする所有

権移転登記手続がされていることが、特段、

不自然であるということはできない。そし

て、司法書士であるＹは、上記の場合に、

上記のような所有権移転登記手続が行われ

ることが、特段、不自然なものではないこ

とを、容易に理解し、認識することができ

たものというべきである。

盪 商号を株式会社Ｂとし、本店所在地を前

記の場所とする株式会社が時期を異にして

２社存在したとしても、仮に、Ｙが同一性

について懸念を持ったとしても、嘱託をし

たＸに対して上記の懸念を伝えて、この点

に関する説明や商業登記簿謄本等の資料の

提出を求めるなどの調査、確認もせずに、

商号を株式会社Ｂとし、本店所在地を前記

の場所とする株式会社が時期を異にして２

社存在した事実のみに基づき、本件土地に

ついての実体的所有関係を確定することが

できず、本件売買契約によって本件土地の

所有権がＡに移転するとは限らないと判断

したことは合理性を欠くというべきであ

る。

蘯 Ｙが、本件売買契約の決済日の当日にな

って、突然、Ｘ及びＡに対し、本件土地に

ついての実体的所有関係を確定することが

できず、本件売買契約によって本件土地の

所有権がＡに移転するとは限らない旨を述

べ、これを理由に本件嘱託を拒んだことに

は正当な事由があるとはいえないものとい

うべきであり、Ｙの本件嘱託の拒否及び上

記の発言は、いずれも違法と解すべきであ

る。

３ まとめ

本件は、司法書士の登記嘱託手続きに関す

る事例であるが、宅地建物取引の媒介におい

ても、登記簿に記載された所有者本人である

か否か、その確認のための調査が適切であっ

たかどうかについて紛争となり、媒介業者の

責任が問われる場合がある。実務の参考とな

る事例である。

（調査研究部調査役）




